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ファーストアカウンティング株式会社 

ファーストアカウンティングとデロイトトーマ
ツ、経理 DX のさらなる推進に向けパートナー契
約を締結 

両社の強みを活かし、AI の知見と技術のさらなる普及と活用
へ 
 
ファーストアカウンティング株式会社（本社:東京都港区、代表取締役社⾧:森 啓太郎、
以下、ファーストアカウンティング）は、デロイト トーマツ グループのデロイト トーマツ 
コンサルティング合同会社（本社:東京都千代田区、代表執行役社⾧:佐瀬 真人、以下、
デロイト トーマツ）と、このたびパートナー契約を締結しましたことをお知らせいたしま
す。 
 

■時代を見据えた経理改革を強力に支援 
経理業務においては、令和 4 年の電子帳簿保存法改正や、令和 5 年度より導入された「イ
ンボイス制度」への対応など、近年特に大きな変革が求められています。経理部門は請求書
や領収書など「紙」を媒体とした処理が非常に多かったという背景もあり、多くの企業にお
いて、場当たり的なツールの活用ではなく、抜本的かつ全社的な電子化の必要に迫られてい
ます。 
 
そこで、特に近年 AI を活用したコンサルティングサービスに注力しているデロイト トーマ
ツと、経理業務効率化 AI ソリューション「Robota」「Remota」を提供するファーストア
カウンティングが、パートナー契約を締結しました。 
この提携により、両社の強みと技術力を活かし、多くのクライアント様に細やかなコンサル
ティングが可能となり、AI を活用した一連の経理業務の自動化の支援を推進します。 



 

 

■デロイト トーマツのコメント 
ファイナンス領域において、様々な IT ソリューションが台頭してきている中、特に請求
書・領収書の支払や経費精算処理における AI-OCR 製品の国内シェア No.1 の実績を持つフ
ァーストアカウンティング社様との協業は、国内企業のデジタル化や業務効率化に大きく寄
与すると信じております。デロイト トーマツでは戦略立案・アドバイザリー業務に加え、
ソリューションの導入および保守に至るまで一貫したサポート体制を保持しております。請
求書・領収書処理のデジタル化を推進していく際の変革のパートナーとして伴走します。
（担当執行役員 坂上 斉） 

■ファーストアカウンティングのコメント 
多くの企業様にとって、この時代に求められるデジタルトランスフォーメーションは大きな
変革かもしれません。しかし、AI 活用戦略の立案から必要なデータ収集、そして導入から
運用まで、一貫した支援を得意とするデロイト トーマツ様の深い知見を活かし、お客様の
もとにファーストアカウンティングのソリューションを最善の形でご提供できると確信して
おります。単なる経理部門だけの業務効率化にとどまらず、全社的な生産性の向上、企業価
値の向上にも繋がる改革を実現してまいります。（代表取締役社⾧ 森 啓太郎） 
 

■デロイト トーマツ コンサルティングについて 
デロイト トーマツ コンサルティングは、デロイトの一員として日本のコンサルティングサ
ービスを担い、提言と戦略立案から実行まで一貫して支援するファームです。クライアント
の持続的で確実な成⾧を支援するコンサルティングサービスはもちろん、社会課題の解決と
新産業創造でクライアントと社会全体を支援します。 

■ファーストアカウンティングについて 
ファーストアカウンティングは、AI の力を活用して経理業務の効率化と自動化を実現する
ための法人向けサービスを展開する企業です。 
文字認識技術の向上においては、コンピュータービジョン分野のみならず LLM などの生成
AI や最新技術を研究し、さまざまな学術会議で論文を発表。それらの研究成果を元にサー
ビス開発を行い、多数の大企業のお客様や会計ベンダー様にご提供しています。 
私たちのパーパスは「制約を取り払うことで、自信と勇気を与える」です。AI 技術を活用
してお客様の業務上のさまざまな制約を取り払い、より価値のある業務にフォーカスしてい
ただけるよう力を尽くしてまいります。 
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